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改正による法人運営への影響と留意点

１．定款の変更が必要な場合

２．提出書類の変更等

３．改正法の経過措置
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改正による法人運営への影響と留意点

１ 定款の変更が必要な場合
（１）「特定非営利活動の種類」条項（活動分野の追加）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

（２）総会の「議事録」条項（社員総会のみなし決議の導入）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

（３）役員の「職務」条項（理事の代表権の制限）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７

（４）「定款変更」条項（法改正に伴う字句変更）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

（５）「事業計画及び収支予算」「事業報告及び決算」条項（法改正に伴う字句変更）・・・・・・・・・・・・・・１２

（６）「その他事業」条項（法改正に伴う字句変更）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５

２ 提出書類の変更等
（１）「役員の変更等届出書」の添付書類の追加・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

（２）「定款変更届出書」の添付書類の追加・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

（３）「定款の変更の登記完了提出書」の新設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８

（４）「事業報告書等提出書」の添付書類の一部変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９

（５）法人事務所での情報開示書類及び場所の追加・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２

３ 改正法の経過措置（旧手続→新手続となる経過措置）
（１）所轄庁の変更（旧所轄庁に行った申請はどう扱われるか？）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３

（２）活動予算書の作成（設立認証申請に添付する活動予算書はいつの申請から添付すべきか）・・・・・・・・・・２４

（３）定款変更の申請（「定款の変更」の申請・届出事項の改正はいつの時点の定款変更から適用となるのか？）・・２５

（４）「定款の変更の登記完了提出書」の届出（定款変更登記完了提出書はいつの時点から必要となるのか？）・・・２６

（５）事業報告書等提出書の添付書類（来年４月以降に提出する「事業報告書」は、

添付書類が変更された事業報告書等となるのか？） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７

（６）「最新の役員名簿」の提出 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８
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１．定款の変更が必要な場合

（４）「定款変更」条項（法改正に伴う字句変更）①
今回の改正で、定款変更を届出だけで済む事項が増えたことに伴い、これまで使わ

れてきた「軽微な事項」という言葉がなくなりました。

NPO法第２５条（定款変更）

第３項 定款の変更（第十一条第一項第四号に掲げる事項に係るもの（所轄庁の変更を伴わないものに限る。）並
びに同項第八号及び第十四号に掲げる事項に係るもの（第六項において「軽微な事項に係る定款の変更」とい
う。）を除く。）は、所轄庁の認証を受けなければ、その効力を生じない。

第６項 特定非営利活動法人は、軽微な事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を所轄庁に届け出
なければならない。

NPO法第２５条（定款変更）

第３項 定款の変更（第十一条第一項第一号から第三号まで、第四号（所轄庁の変更を伴うものに限る。）、第五
号、第六号（役員の定数に係るものを除く。）、第七号、第十一号、第十二号（残余財産の帰属すべき者に係るも
のに限る。）又は第十三号に掲げる事項に係る変更を含むものに限る。）は、所轄庁の認証を受けなければ、そ
の効力を生じない。

第６項 特定非営利活動法人は、定款の変更（第三項の規定により所轄庁の認証を受けなければならない事項に
係るものを除く。）をしたときは、都道府県又は指定都市の条例で定めるところにより、遅滞なく、当該定款の変更
を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を添えて、その旨を所轄庁に届け出なければならない。

改正前

改正後
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１．定款の変更が必要な場合

（４）「定款変更」条項（法改正に伴う字句変更）②
そこで、定款上の「定款変更」の定めの中に、「軽微な事項」という言葉を使っている場

合、表現を修正する必要があります。

ただし、今回の改正の経緯から「軽微な事項」が何を指すのかは、類推が可能である
ことから、このためだけに即座に定款変更を行う必要はありませんが、他の定款変更を
予定している場合に併せて変更するか、来年４月１日以降の社員総会の際に変更する
などできるだけ早い時期に変更してください。

（定款の変更）
第○条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分の３以上の多数に
よる議決を経、かつ、法第２５条第３項に規定する軽微な事項を除いて所轄庁の認証を得なければ
ならない。

定款の変更例

（定款の変更）
第○条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分の３以上の多数に
よる議決を経、かつ、法第２５条第３項に規定する事項に該当する場合は所轄庁の認証を得なけれ
ばならない。
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１．定款の変更が必要な場合
（５）「事業計画及び収支予算」「事業報告及び決算」条項
（法改正に伴う字句変更）①

「収支予算書」が「活動予算書」に、「収支計算書」が「活動計算書」に変更されたこと
に伴い、定款中に「収支計算書」等の名称を使用している場合、「活動計算書」等に変
更する必要があります。

ただし、この会計書類の名称変更については、経過措置として、当分の間は、収支計
算書等のままでも認められます。会計書類を活動計算書に変更するまでは、この定款
の変更は不要ですが、改正の趣旨を踏まえ活動計算書の導入を検討ください。

（事業計画及び収支予算）
第○条 この法人の事業計画及びこれに伴う収支予算は、理事長が作成し、総会の議決を経なけれ
ばならない。

定款の変更例

(事業計画及び活動予算）

第○条 この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、理事長が作成し、総会の議決を経
なければならない。
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１．定款の変更が必要な場合
（５）「事業計画及び収支予算」「事業報告及び決算」条項
（法改正に伴う字句変更）②

（事業報告及び決算）
第○条 この法人の事業報告書、収支計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、
毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければなら
ない。

定款の変更例

（事業報告及び決算）
第○条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、
毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければなら
ない。
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１．定款の変更が必要な場合
【参考】 会計の明確化

今回の改正で「収支予算書」・「収支計算書」がそれぞれ「活動予算書」・「活動計算
書」へと変更されました。

この「活動計算書」等の具体的な内容については、内閣府の「特定非営利活動法人の
会計の明確化に関する研究会」において検討され報告書としてとりまとめられています。

特徴としては次のとおりです。

・ＮＰＯ法人会計基準協議会による「ＮＰＯ法人会計基準」をベースにすること

・資金収支ベースの計算書類としての収支計算書から、損益ベースの計算書類として

の活動計算書へ変更され、株式会社などで使用されている会計基準に近くなること

・活動計算書となることで、減価償却などの正味財産の増減原因を示すことができる

ため、法人の財務的生存力を把握することができること

今後、ＮＰＯ法人会計の新たな手引き書として内容が反映され公表される予定です。

関連情報

●特定非営利活動法人の会計の明確化に関する研究会

https://www.npo-homepage.go.jp/data/report28.html

●みんなで使おう！「ＮＰＯ法人会計基準」

http://npokaikei.info/
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２．提出書類の変更等
（４）「事業報告書等提出書」の添付書類の一部変更②

その他の事業における別葉表示
これまで、法人が定款でその他事業を行うことを定めている場合、事業報告書に添付する会計

書類（財産目録・貸借対照表・収支計算書）は、「特定非営利活動に係る事業」と「その他の事業」
とに分けてそれぞれの書類毎に別葉で提出することとしてきました。

しかし、今後は、活動計算書に限って、「特定非営利活動に係る事業」と「その他の事業」を１枚中
で２段書き表示をすることが可能になりました。またその他書類の別葉表示は必要なくなりました。

当分の間、活動計算書ではなく、収支計算書を作成する法人にあっては、これまでと同様、「特定
非営利活動に係る事業」と「その他の事業」を別葉表示しても、または、一つの書類の中で２段書き
に表示をしても可能とします。（「特定非営利活動法人の会計の明確化に関する研究会報告書」参
照）。

なお、収支計算書を作成する法人が、「その他の事業」を実施していない場合は、収支計算書の
末尾に「※当該年度はその他の事業を実施していません。」との脚注を記載することも可能です。

財産目録 貸借対照表 特定非営利
活動に係る
収支計算書

その他の事
業に係る収
支計算書

別葉表示は、収支計算書だけに
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２．提出書類の変更等
（４）「事業報告書等提出書」の添付書類の一部変更③

役員名簿と年間役員名簿
今回の法改正により、事業報告書等の提出書類の一つとして、これまで「役員名簿」と

いう名称であったものが「年間役員名簿」へと変更されました。

これは、役員変更等届の際に提出される役員名簿との区別を図るためで、これまでの
役員名簿＝年間役員名簿となります。

改正ＮＰＯ法での使い分けは次のとおりとなります。

○役員名簿・・・最新の役員の就任状況を明らかにする書類

設立認証時、役員変更等届出時、合併認証申請時における添付書類

○年間役員名簿・・・特定の事業年度における役員の就任状況を明らかにする書類

事業報告書等の提出時の添付書類

この両者は、ともに、法人事務所における閲覧書類の対象となります。


















